
■施策の体系の比較

第６期計画における特徴

＜基本理念＞ ＜基本施策＞ ＜推進施策＞ ＜基本理念＞ ＜基本目標＞ ＜基本施策＞ ＜推進施策＞

 健康づくりの推進

 社会参加の促進

 生涯学習の充実・促進

 スポーツ活動の推進  社会参加の促進

 就業機会の確保・拡大  生涯学習の充実・促進

 スポーツ活動の推進

 高齢者が安心して暮らせる住宅の整備  就業機会の確保・拡大

 安心・安全なまちづくり

 道路公園等の整備  高齢者が安心して暮らせる住宅の整備

 安心・安全なまちづくり

 認知症に関する知識の普及と理解の促進  道路公園等の整備

 相談・連携強化の推進

 成年後見推進事業の充実  在宅サービスの充実

 施設サービスの充実

 在宅サービスの充実

 施設サービスの充実  認知症への早期対応

 認知症に関する知識の普及と理解の促進

 相談・連携強化の推進

 成年後見推進事業の充実

 多様な生活支援サービスの提供

 居宅サービス量の見込み  介護予防の推進

 地域密着型サービス量の見込み

 施設サービス量の見込み

 介護予防事業

 包括的支援事業

 任意事業

 介護サービス提供基盤の確保  施設・居住系サービス基盤の整備

 人材の育成・確保  介護保険サービス量の見込み

 サービス提供事業者への支援・指導  地域支援事業の見込み

 低所得者対策  介護保険料

 介護認定の公平性・公正性の確保

 介護給付適正化事業の実施  介護サービスに関する情報提供の推進

 人材の育成・確保

 サービス提供事業者への支援・指導

 低所得者対策の充実

 公平性・公正性の確保

 介護給付適正化事業の実施

 介護保険サービスの充実

 やさしいまちづくりの推進

 認知症対策の推進

 認知症対策の推進
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 施設・居住系サービス基盤の整備

 介護保険サービス量の見込み

 地域包括支援センターの
 機能強化

 高齢者福祉サービスの推進

 在宅医療・介護連携の推進

 地域包括支援センターの機能強化

 地域支援事業

 介護保険制度の円滑な運営

 介護保険料

 介護保険制度の円滑な推進

 Ⅳ持続可能な介護保険制度
　　の構築

 Ⅱ安心で快適な暮らしの実現
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第６次函館市高齢者保健福祉計画・第５期函館市介護保険事業計画の体系 第７次函館市高齢者保健福祉計画・第６期函館市介護保険事業計画の体系（案）
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 健康・生きがいづくりの推進
 Ⅰ明るく活力に満ちた暮らし
　  の実現

 健康づくりの推進  健康づくりの推進

 生きがいづくりの推進
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 やさしいまちづくりの推進

 高齢者福祉サービスの推進

 Ⅲともに支え合う地域包括
　　ケア体制の構築

 生活支援・介護予防サービスの
 基盤整備の推進

 在宅医療・介護連携の推進

「基本理念」と「基本目標」 

 第５期計画から，いきいき長寿都市宣言の宣言内容を計画

の「基本理念」としている。第６期計画では，引き続き本宣言

内容を基本として，その趣旨を基本理念としました。 

 また，基本理念の実現のため，現状の課題や制度改正の

内容を踏まえ，４つの基本目標を掲げるとともに，その目標達

成に向け，１０の基本施策を設定します。 

 新しい介護保険制度では，持続可能な制度の構築を図るた

め，低所得者の保険料の軽減割合を拡大するほか，所得や

資産のある人の利用者負担の引き上げる費用負担の見直し

が行われることから，低所得者対策の充実および公平性・公

正性の確保の取組みを進めます。 

 今後もさらに要介護（要支援）認定者が増加し，介護サービ

スを受ける人が増加すると見込まれることから，介護予防の

取組みが重要となる。 

 また，新しい介護保険制度では，全国一律の予防給付（訪

問介護・通所介護）については，市町村が地域の実情に応じ

て実施できる地域支援事業に移行し，多様化するとしている

ことから，事業の実施に向けた取組みを進める。 

 地域包括支援センターは，地域包括ケアシステムにおける

中核的な機関として期待されることから，新たに基本施策に

位置付け，地域包括支援センターの機能強化に向けた取り

組みを進めます。 

 今後のさらなる高齢化の進展に伴い，認知症高齢者も増加

すると見込まれており，認知症対策のさらなる充実が求めら

れている。 

 新しい介護保険制度では，新たな認知症対策として，初期

段階から適切な支援を行うための取組みのほか，支援機関

間の連携や相談業務を行う体制整備の取組みが規定されて

いることから，新たに施策の方向に掲げ，施策の充実に努め

ます。 

 後期高齢者の増加に伴い，医療と介護の両方を必要とする

高齢者の増加が見込まれることから，医療との連携の強化

が一層求められることから，新たに基本施策に位置付け，取

り組みを進めます。 
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